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韓国の離島における流通・食文化

田 村 善 弘

１．はじめに

韓国においても離島は日本同様に高齢化が進み、２０２１年時点での島の高齢化率は

７０.６％であった。こうした人口の高齢化は有人島の減少にも影響を与え、２００９年の
４９２島から２０２２年には４６４島と２８島が減少した１。

表１は韓国における島の動向を示したものである。韓国の島は南部（対馬海峡側）

と西部（黄海側）に位置しており、自治体では全羅南道、慶尚南道、忠清南道、仁

川広域市に多くの島が存在している。特に、全羅南道は島の数の５９.６％を占め、島

表１ 韓国における島の動向

注：有人島数は２０２１年１２月３１日時点、無人島数は２０２０年１２月３１日時点である。有人島
は済州特別自治道の本島を除く。

資料：韓国水産経済「島地域管理の現状と今後の課題」（２０２３年７月１０日付）（http://
www.fisheco.com/news/articleView.html?idxno=８３５６８。２０２３年８月３０日最終ア
クセス）。

１ 韓国島振興院（２０２３）、４３頁。
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の活性化は地域活性化の重要な課題の１つになっている。

そのため、韓国においても島に関する研究が進められている。１９８３年には木浦大

学校に島嶼文化研究所（現：島嶼文化研究院）が設立され、１９８９年には韓国島嶼（島）

学会が発足した。その後、２０２１年には韓国島振興院が発足している。

本稿と関連する流通・食文化の研究も進められており、研究動向２をみると、流

通（「島嶼＋流通」で検索）は２０２５年１月時点で、韓国島嶼（島）学会の『韓国島

嶼研究』で３２、木浦大学校島嶼文化研究所の『島嶼文化』で１０の業績があった。一

方、食文化（「飲食文化」で検索）は韓国島嶼（島）学会の『韓国島嶼研究』が７、

木浦大学校島嶼文化研究所の『島嶼文化』は１１の研究業績があった。

離島の流通に関する研究は、①農水産物流通、②物流、③商業に大別できる３。

離島の食文化の研究は、①食文化とブランド、②フードツーリズムがある。以下に

おいては、本稿と関連する離島の農水産物流通、離島の食文化とブランドの研究を

みておくことにする。

まず、農水産物流通である。全太甲、キ・ミンジョン（２００１）とドゥ・ジョンワ

ン（２０２１）がある。前者は、加沙島のヒジキの生産から流通について、中間流通の

手数料問題を指摘するとともに、ヒジキの付加価値の向上が必要と指摘している４。

後者は、欲知島の農産物流通について、生産では産地生産組織の活性化による安定

的な生産基盤の造成、流通では地域の農協を軸としたブランド化、加工事業による

商品開発などが重要になることを指摘している５。

次に、離島の食文化とブランドである。チェ・チソン、チョン・ヒョンヨン（２０１９）

とチェ・チソン、チョン・ヒョンヨン（２０２１）がある。前者は、食文化ブランドの

定義６している。後者は食文化が志向する価値７を新安郡、莞島郡、珍島郡を事例に

整理し、食文化は地域文化の正統性を示す核心的な構成要素であり、各島の活性化

には食文化のブランド的な理解とコミュニケーション戦略が重要である８と指摘し

２ 韓国語で島は漢字語の「도서（トソ、島嶼）」と固有語の「섬（ソム、島）」がある。「島嶼」は「図書」

と同じ発音のため、図書関連の業績もカウントされる。重複を避けるため、ここでは島関連の雑誌に限定

した。

３ 離島の物流では、韓国農村経済研究院（２０２１）の済州地域の農産物物流費の軽減、韓国島振興院（２０２３）

の離島地域の宅配の研究がある。一方、離島の商業は梨花女子大学（１９６５）の島内の商店に関する調査が

あるのみである。

４ 全太甲、キ・ミンジョン（２００１）、１６７頁。

５ ドゥ・ジョンワン（２０２１）、１８４頁。

６ 食文化ブランドを「飲食物の生産から消費に至るまでの全過程で自然環境・人文社会的環境の影響の相

互作用により作られる情緒的・物理的産物」（２１３頁）と定義している。

７ チェ・チソン、チョン・ヒョンヨン（２０２１）、３８７頁。

８ 同上、３８８頁。
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ている。そのうえで、本土や沿岸地域との共通性・普遍性に加え、各島の食文化の

固有性、差別性、特殊性を見出し、統合的にコミュニケーションする食文化のブラ

ンディングが重要である９と指摘している。

そこで、本稿では先行研究を受け、韓国の離島における農産物流通と食文化に焦

点を当て、両者がどのように離島振興に関わっているかを事例から明らかにす

る１０。

以下においては、２．では韓国の離島振興に関する政策的な対応を取り上げる。

３．では離島の農産物流通と食文化について、仁川広域市と全羅南道新安郡の対応

を取り上げる。最後に、これらの内容をもとに結論を述べる。

２．韓国における島の性格と政策的対応の変遷

まず、地域としての「島」についてみていくことにする。韓国における島は「特

殊状況地域」１１に分類される。２０２３年８月時点で、接境地域は１５の自治体（仁川広

域市２、京畿道７、江原道６）であり、島地域は２１市郡区の１８８島が対象となって

図１ 仁川広域市の島の位置

資料：田村（２０２３）、４６頁。

９ 同上。

１０ 本稿では有人島の取組みを対象とし、無人島は対象外とする。

１１ 「特殊状況地域」の詳細は「地方分権均衡発展法」第２条１０項を参照のこと。なお、島以外には接境（北

朝鮮と接する）地域、セマングム事業地域（干拓事業地域）がある。島に関しても島発展促進法第４条及

び施行令第３条「指定島」３７１島のうち成長促進地域に該当する１８３島は除く（韓国行政安全部「特殊状況

地域開発」）。
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いる１２。このうちの仁川広域市の江華郡と甕津郡は接境地域であり、島地域でもあ

る。なお、島の対岸は北朝鮮である（図１参照）。

次に、島の公益的価値と関連法律を取り上げる。表２の通り、島は国土の保全・

食料供給基地の役割を担っている。韓国において離島に特化した法律は、１９８６年の

「島嶼発展促進法（現・島発展促進法）」と２０１０年の「西海５島支援特別法」であ

る。また、農水産業が離島地域の基幹産業であることから、「島発展促進法」では、

地域経済活性化を目的とした特産物関連産業の育成、島で生産された農林畜水産物

の公共機関への納入の促進などが明記されている（第１３条の２）。なお、日本の離

島振興法にも、農林水産業の振興は明記されているが、島内産品の公共機関への納

入は明記されていないため、この点は韓国独自の内容であると考えられる。

ここで、島発展促進法の制定理由と最新の改正理由をみておこう。制定の背景に

は、当時国レベルでの島嶼地域に対する支援策がなかったこと、島嶼地域と本土地

表２ 韓国における島の公益的価値と離島振興関連法

注：下線筆者。無人島に関する法律は除外した。
出所：法律はe-gov法令検索（日本）、法制処ホームページ（韓国）の内容をもとにし

た。金ナムヒ「韓国の島の現状と発展政策」『KIDI Issue & Brief』Vol.２、韓
国島振興院、２０２２年９月、６頁。

１２ 同上。

項 目 内 容

島の公益的
価値

排他的経済水域の拠点、国の領土の守護、漁業活動など食料の安定的供
給基地、海洋資源の利用、自然との共生の場、国民の生命や財産の保護
など

関連法律
�島発展促進法（１９８６年）
�地方分権均衡発展法（２０２３年）
�西海５島支援特別法（２０１０年）

法の目的

【島発展促進法】
�生産、所得・生活基盤施設の整備・拡充による生活環境改善
�島民の所得増大と福祉向上
【西海５島支援特別法】
�生産、所得・生活基盤設備の整備・拡充による定住条件の改善
�地域住民の所得増大と福祉向上

農林水産業
の振興など

【島発展促進法】
①島地域住民の所得増大と地域経済活性化のため、島地域で生産される
特産物関連産業を育成
②島地域で生産した農産物、畜産物、水産物の公共機関納品の促進
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域の格差拡大により、島嶼地域の人口が減少傾向になったことがある。この点は、

離島振興法が本土と離島の格差是正を目的としていたところとも共通する。

一方、最新の改正理由では、格差是正に関する文言はなく、「国の新たな成長の

原動力」と島の位置づけが変更されている。この点も離島振興法での振興の目的が

格差是正から自立的発展の促進になったこととも類似している。

図２は島嶼総合開発計画の変遷である。島発展促進法以前は国土総合開発計画に

おいて、島の開発が定められていた。法律の制定後は、１０年ごとに計画が策定され、

島嶼地域の開発が進められている。２０２５年１月時点では「第４次島嶼総合発展計画」

が実施されている。以下においては、第４次島嶼総合発展計画についてみていくこ

とにする。

図２の通り、第４次島嶼総合発展計画は２０１８年から２０２７年の１０年間を対象とす

る。目的は、島の生産・所得および生活基盤施設の整備・拡充により、生活環境を

改善して、島地域の住民の所得増大と福祉向上を図ること１３である。韓国全土の３７１

の開発対象島嶼（有人島）を対象に、２０１８年から２０２７年までの１０年間、１.５兆ウォ
ン（６部門１４*、１,２５６件に投資）となっている。

図２ 韓国の島嶼総合開発計画の変遷

出所：金ユンホ、イム・ジェフン、カン・チャンヨン、ピョン・ユジン『島支援政策
現況分析』韓国島振興院、２０２２年７月、９頁。

１３ 韓国行政安全部報道資料（２０１９）、３頁。

１４ ①所得増大・雇用、②福祉・文化・医療・教育、③交通改善、④観光活性化、⑤住民の定住条件の改善、

⑥集落の環境改善である。
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表３は自治体別の事業である。市・道レベルの事業、市郡レベルの事業があり、

仁川広域市の事業が最多となっている。領域別には、所得増大・雇用と観光活性化

が多い。ここから、島の振興では島民や島の産業に対しては所得増大を講じること、

観光振興による島外からの人口流入増加に重点が置かれていることがわかる。

また、仁川地域の離島は北朝鮮に対峙しているため、「西海５島支援特別法（２０１０

年１２月２７日制定、２０１１年１月２８日施行）」の対象にもなっている。同法が制定され

た背景には、２０１０年に発生した北朝鮮の延坪島砲撃事件がある。目的に「西海５島

の生産、所得および生活基盤施設の整備、拡充を通して、定住条件を改善すること

で、地域住民の所得増大と生活の安定および福祉向上を図る」（第２条）とあり、

島民の生活基盤の安定と向上を目的としていることかがわかる。

３．韓国の島における農産物流通と食文化

これまでみてきたように、韓国では島民の所得増大・雇用、観光活性化などを中

心に離島振興の取組みが進められてきた。また、その際には①島内で生産された農

水産物やその加工品を島内や島外での消費を通して島の１次産業の振興につなげる

こと、②島内の独自の食文化を継承・保存し、島外での認知度を高めて新たな消費

につなげることが重要になる。ここでは、①と②の対応をみていくことにする。

表３ 第４次島嶼総合開発計画における自治体別事業

出所：金ユンホ、イム・ジェフン、カン・チャンヨン、ピョン・ユジン『島支援政策
現況分析』韓国島振興院、２０２２年７月、３０頁をもとに筆者作成。

区 分 事業部門（事業数）

仁川

（１３）

市・道事業 所得増大・雇用（１）、交通改善（１）、観光活性化（７）

市・郡事業 所得増大・雇用（３）、観光活性化（１）

京畿

（１）
市・道事業 交通改善（１）

忠南

（４）

市・道事業 交通改善（１）、住民定住条件改善（２）

市・郡事業 交通改善（１）

全北

（７）

市・道事業 所得増大・雇用（２）、住民定住条件改善（３）

市・郡事業 住民定住条件改善（２）

全南

（６）

市・道事業 観光活性化（１）

市・郡事業 所得増大・雇用（２）、観光活性化（３）

済州

（１）
市・道事業 住民定住条件改善（１）

長崎県立大学論集（経営学部・地域創造学部） 第５８巻第４号
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（１）韓国の島における農産物流通

離島で生産された農産物は、表４に示す流通経路を通して、島内外で消費される。

タイプ１は直接取引で、オンライン上での直接取引もこれに該当する。タイプ３は

離島の農産物流通において最も利用される。現状では、生産者→小売市場→消費者

の経路に変化しつつある。

なお、タイプ１のオンライン上での直接取引は、情報技術の進展、コロナ禍など

を経て活発になっている。なかでも、ライブコマースを通じた特産物の販売が積極

的に進められている。以下においては、新安郡と甕津郡の事例を考察する。

１）全羅南道新安郡

第４次島嶼開発計画において、新安郡では島の未来価値向上、住民の生活の質改

善に２,３８２億ウォン（国費１００%）を投入した。対象は６８島・１５２事業である。
農産物流通に関わる内容としては、船着場・荷揚場など所得増大事業（７６５億ウォ

ン）、生活体育施設・福祉会館など福祉・文化事業（６９億ウォン）、架橋など交通改

善事業（４２４億ウォン）、公園・散策路造成など観光活性化事業（３６６億ウォン）、定

住条件改善・生活改善事業（７５８億ウォン）がある。

こうしたなかで、特産物の新たな販売手段として取組みが進められているのがラ

イブコマースである。新安郡では毎年３月～１２月まで「１００４島１５農業大学」を開講

表４．離島地域で生産された農産物の流通経路

資料：韓国農村経済研究院（２０２１）、４０頁を筆者再加工。

１５ 新安郡は他の自治体と異なり、郡全体が島からなる。島の数は１００４以上あるが、１００４の数字が韓国語で

「天使（천사、チョンサ）」と同じ発音であるため、１００４の島をあらゆる場面でキャッチコピーとして使用

している。
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している。２コースあり、各コース３０人の卒業生を輩出している。２０２３年９月５日

に実施されたライブコマースの放送では、全羅南道栽培１位の新安ごまを利用した

ごま油、新衣島のひじき、慈恩島の落花生おこしなどが販売された。

２）仁川広域市甕津郡

仁川広域市は先述の西海５島を抱えることから、離島振興が重要な地域課題の１

つとなっている。そのため、２０１９年２月２０日に仁川の島の持続可能な発展、島民の

生活の質向上を目的として、「仁川広域市島発展支援条例」を制定・施行した。こ

のほか、２０２０年には島の発展の効率的な推進を目的として、「島発展支援センター」

が設立された。

ここで、甕津郡の農産物の流通についてみておこう。農産物では米、ぶどう、唐

辛子、さつまいも、キノコ、南瓜、イチゴがあるほか、食用昆虫（ミルワーム、シ

図３ 新安郡の農水産物のライブコマースの模様

出所：新安郡農業技術センターHPより引用。

図４ 「甕津自然」の農林産物販売例

出所：甕津自然HPより引用。
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ラホシハナムグリ、フタホシコオロギ）も特産物としての開発が進められている。

こうした農産物の販路をみると、島内の小売店はもちろん、インターネットモー

ル（「甕津自然」）を開設し、ネット販売も行っている。加えて、直販イベントを開

催し、イベントでの販売も行われている（図４参照）。

（２）韓国の島における食文化への対応

韓国の島では独自の特産物を販売することで、知名度を高める、新たな産業を創

出することで島の経済を活性化しようとしている。これらに加えて、島の食文化を

継承・普及の取組みも進められている。ここでは、新安郡の事例を取り上げる。こ

こでの食文化は伝統的な食文化である。

伝統的な食文化については、韓国の食生活教育支援法（日本の「食育基本法」に

相当）第２条の「伝統食品文化」に「韓国の民族固有の食生活と関連した生活様式・

行動様式、国で振興する伝統的・文化的な価値を持つと認められるもの」とある。

また、同法第１２条の「伝統食生活文化の継承と地域の農水産物の活用」では食生活

教育の推進と生産者と消費者の交流促進が掲げられている。これらの取組みを通し

て、農漁村の経済の活性化、持続可能な食生活、地域の生産物の消費促進を目的と

しているといえる。

このほか自治体レベルでは、食文化の保存と継承に関わる条例が制定されてい

る。表５に示す通り、新安郡では食文化関連条例を複数制定している。

表５ 新安郡の食文化関連条例の比較

出所：自治法規情報システムをもとに筆者作成。
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２０１１年に「新安郡郷土料理発掘、育成及び保全管理条例」、２０１９年に「新安郡島

料理名人育成及び支援等に関する条例」、２０２１年に「新安郡味の芸術島基本条例」

を制定している。郷土料理の発掘から技能者の育成・支援などを行っている。

これらを背景に、２０２１年の条例は「ガストロノミーツーリズム」を取り上げ、持

続的な食文化教育の実施による郡固有の食文化の形成について触れている。ここで

は、「食文化教育」の概念が提示され、食文化を中心とした地域活性化について言

及している。

こうしたなか、島ごとに存在する独特の食材と数多くの島料理の価値の発掘・保

存・継承を目的として、『新安郡島料理白書』が２０２２年に刊行された。同書は、２０２０

年３月から約１年半の間、島料理の調理技術を有する住民に対して直接訪問調査を

通して作成された。郷土料理の発展、島の調理法に基づく、新しい料理の開発など

を図ることを目的としている。同白書には刊行の背景、新安郡の紹介、食文化の紹

介に加え、多くのレシピが掲載されている１６。

４．おわりに

これまでみてきたように、韓国の離島も日本同様の課題を抱えている。本稿では

流通と食文化を中心にみてきた。

新安郡の事例のように、農産物流通の活性化は島の農産物を島外へ販売すること

図５ 『新安郡島料理白書』

出所：光州毎日日報（２０２２年１月６日付）より引用。

１６ 同書のほか、済州島の口承の食文化の保存を目的として制作されたハ・ミヒョン（２０２０）がある。ここ

での「口承飲食」は、「口から口への伝わっていったその土地と農家の食。韓国固有の食材と農家の食を研

究する新語」（４頁）である。
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で、島の知名度を高めて島への観光客の誘致を図ることにもつながる。そのため、

自治体運営サイトでの販売、島の日などのイベント時の販売が行われていた。近年

ではライブコマースなど新たな取組みを行われていた。生産者へのライブコマース

の教育は地域の農業関連機関が研修を実施するなどの支援を行っていた。

また、島の農産物の流通では、モノだけではなく対象となる島の情報や食文化も

同時に流通する。そこで、新安郡の食文化に関連する事例を考察した。新安郡では、

食文化関連の条例を制定し、食文化の保存と普及の取組みを進めていた。特に、島

料理白書の刊行は、島から消滅する危機に瀕している島料理の保存・継承において

重要な意味を持つと考えられる。

本稿では、韓国の離島の限られた事例を取り上げたに過ぎず、離島の類型別に対

応を検討したものではない。今後は離島の類型別に整理し、それに基づきどのよう

な取組みが行われているのかを検討する必要がある。特に、国内の離島（特に、長

崎県の離島）とどのような共通点・相違点があるかの検討が必要である。

今後は、長崎県の離島地域との韓国の離島地域（全羅南道の離島および仁川広域

市の離島）のより詳細な検討が必要である。離島の食文化についても、商品、文化、

商品＋文化の流通に分けて詳細な検討が必要である。これらの点は今後の課題とし

たい。

【付記】

本稿は、２０２３年９月１６日に日本流通学会九州部会で発表した内容と２０２３年９月２３

日に学長裁量研究の第１回研究会で発表した内容をもとに、大幅に加筆修正したも

のである。
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